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４　会計・監査士執行通牒（Accounting and Audit Enforcement : AAER）。1937年から1982年までは会計連続通牒（Accounting 
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となっている（７社中３社）。そのため重大性が無しと判断され、直ちに上場廃止とならなかった場合でも特定市場注意
指定されることは上場企業にとって極めて重い意味を持つ。上場廃止が企業倒産に直接つながるわけではないが、信用
不安等で存続が困難になるケースが多い。
19　東芝の上場契約違約金は9,120万円。他の６社は1,000万円から2,400万円である。金融庁の課徴金についても東芝は73億7,350
万円であるのに対して課徴金が決定している会社は600万円から１億9,426万円であるため東芝が突出しているのがわかる。
20　東芝会計不正の研究としては、樋口［2017］、高田［2016］などがある。
21　オリンパス［2011］　オリンパスの第三者委員会報告書では、ファンドを多数介在させることで損失を長年簿外にしてお
り、極めて複雑なものとなっていたことが明らかになっている。
22　省電社「「内部統制報告書の訂正報告書」の提出に関するお知らせ」p.3-4
23　SJI「第三者委員会の調査報告書受領に関するお知らせ 」P40,45,48
24　省電舎［2018］p.26。他にも「工事契約の管理者が故意に外注業者又は会社内部のものと共謀し、発生した工事原価を
異なる工事契約の工事原価とする等の原価の付替えを実施することによる工事原価の操作」「工事契約の管理者が故意に
外注業者又は会社内部のものと共謀し、発生した工事原価を故意に計上しない又は架空原価を計上することによる工事
原価の操作」のようにあった。
25　省電舎［2018］p.88-94 再発防止策の7つの項目としては、１．はじめに、２．役員や従業員の意識改革、３．中間管理層の再構築、
４．コンプライアンス体制の抜本的な見直し、５．取引先対応の改善、６．実行予算の策定・管理の改善、７．適正な子会社・
孫会社管理が提言されている。
26　日本弁護士連合会［2010］p.2
27　東証［2016］p.2

